20歳成人について : 18歳成年論議の前提として by 髙木 侃
20歳成人について
18歳成年論議の前提として
1　はじめに
高木　侃
2008年3月11日法制審議会(法務大臣の諮問機関)の｢民法成年年齢部会｣の初会合が
開かれ､ 20歳成人年齢引き下げの是非について､今年中に中間報告をまとめ､ 1年後を目
途に結論を出す方針という｡)
30年ほど前になるが､ 1976年11月少年法改正の中間報告がなされ､そこでは18歳以上の
年長少年については､特別扱いにするとされ､刑法における成年期の引き下げを意図した
ことがあったが､見直しには至らなかった1)0
このたび民法の成人年齢見直しが検討されることになったのは､ 2007年5月に憲法改正
の手続きを定めた｢国民投票法｣が成立したことによる｡同法では｢原則18歳以上｣に投
票権を付与している｡その結果､国民投票法と公職選挙法の選挙権年齢､民法の成年年齢
に､ 18歳と20歳という違いが生じることとなった｡そのため､国民投票法の付則では｢20
10年の施行までに､公職選挙法､民法その他の法令について検討を加える｣と定めた｡こ
れを受けて､ 20歳成人は適切か､あるいはこれを見直して18歳成人にすべきかなど､あら
ためて議論しなければならなくなったのである｡
2　成年規定制定前
これまで20歳成人は長年月親しまれてきたが､民法上､ 20歳成人とすることについて､
実質的にどのような論議がなされたのか､それまでの慣習はどの程度活かされたのか､そ
の制定過程を振り返っておくことは､これからの議論の前提として有意義であろう｡
わが国における成年法制について､法令が発布されたのは明治時代になってからである
が､徳川時代には｢十五歳未満を幼年となすこと徳川時代の普通法なり｣とし､さらに
｢庶艮階級の間にありては､男子は普通卜五歳を以て幼年の境を脱するものなるが故に､
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此年を以て一人前の男に成るものと見倣｣され2)､この年に元服を行うものとしている｡
ここにいう幼年が､今日の未成年に相当するものと解するならば､徳川時代においては通
常15歳をもって成年期としたと解しうる｡
ところで､大木司法卿が民法編纂の参考資料とする目的で､わが国各地の明治初期とい
うよりは旧幕府時代の民間慣行について調査した『全国民事慣例類集』:～'の第8章第1款
の冒頭にも｢凡そ十五歳未満を幼年と称する事一般の通例なり｣と原則を掲げ､ ｢其中棉々
異なる条款左の如し｣として､各地域での区々の年齢が報告されている｡すなわち､ 15歳
を原則としながらも､地方によって13歳､ 16歳､ 18･ 9歳､ 20歳､ 22･ 3歳､または婚姻
の時をもって成年期とするなど､わが国では成人年齢に統一一一･基準はなく､多様な地域性が
存在したのであった｡
3　明治九年太政官布告
法令として成年の制が定められたのは､明治9年4月1日の太政官第41号布告による｡
すなわち､
自今満二十年ヲ以テ丁年卜相定候条此旨布告候事
である｡この布告成立の経緯はつぎの通りである｡
それは内務省からの伺(明治8年11月24H)に始まる1)｡その趣旨は､ ｢成丁年度ノ儀
二付是マテ何等御布告ハは無之｣､かつ内務省｢何定メ成規モ無之｣､つまり､成年につい
て布告も伺定もないので､早急に御指令を下されるように太政官に伺ったのである｡わが
国では古くは21歳を丁としたが(満年齢では20歳)､このとき｢徴兵令｣が論議の最中であ
り､兵役は男子20歳だが､ 17歳で｢成丁簿｣に載せることとしていたので､これでは成丁
年度が21歳か､ 20歳か､ 17歳かはっきりしないというのが､伺いの具体的理由であった｡
法制局では､ 12月10日にまず､ ｢丁年(成年)ノ制一定仰lLIJ,サレス候テハ､官民共不都
合少｣かならずとして､その年齢を大宝令が21歳を正丁とするに求め､これを満年齢にし
て｢満二十歳以上ヲ以テ丁年卜定メ候テ可然哉｣と､議案を添えて｢新法創定｣の高裁を
元老院に仰いだのである｡このとき添付された別表｢各国丁年制度異同表｣5)には､フラ
ンス･イギリス･ロシア･イタリーなど21歳､アメリカ22歳､スイス23歳､プロシャ･オー
ストリー24歳､スペイン25歳が載せられてあり､いずれも議案の｢滴20年｣よりも高い21
歳から25歳までであった｡
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当時の官制において､元老院は議法官として､すべて新法の制定､旧法の改正を議定す
る職責を担っていた｡そこで｢丁年ノ制度ヲ定ルノ儀｣は､翌9年1月14日の会議で審議･
決定されるのであるが､これは明治8年4月元老院が開院の命をうけてから初めての会議
であり､初仕事であった｡
｢新法創定｣作業の最初に､この議案｢自今満二十歳ヲ以テ丁年トス｣が取り上げられ
たのは､まさに法制局のいう丁年の制度がなくては官民共不都合が少なくないからであり､
丁年については､陸奥宗光の言う｢先ツー般ノ制ヲ定メサルへカラス､是レ内務省ノ此伺
アル所以ナリ｣と､まず一般の制を定めることが肝要だとされ､ ｢古今内外邦の制を参酌
し｣ただけで､従来の慣習は一切参照されることなく､結局原案通りに決定されたのであ
る｡
4　ボアソナード民法草案と旧民法人事編
わが国の民法典編纂は明治初年から開始され､種々の試みがなされたが､その画期となっ
たのは､お雇い外国人ボアソナードの手なる旧民法典いわゆる｢ボアソナード民法典｣で
ある｡そのうち成年規定が盛り込まれた｢民法草案人事編｣ (明治21年の､帰国直前に成
立したものと思われ､いわゆるボアソナード民法草案の一部で､のちに第一草案と呼ばれ
たもの)が編纂される6'｡
成年規定第4条は､フランス民法第488条を参考し､
私権ノ行用二関スル成年即チ適法ノ年齢ハ満二十歳卜走ム､但法律二特別ノ規定アル
トキハ此限二在ラス
と規定している｡さらに明治23年10月7日に公布された｢旧民法人事編｣第3条では､
私権ノ行使二関スル成年ハ満二十年トス､但法律二特別ノ規定アルトキハ此限二在ラ
ス
と､若干の修正にとどまる｡ボアソナード民法草案の理由書には､満20年をもって成年と
規定したのは｢現行法二拠ルモノナリ｣としており､ここで現行法とは明治9年太政官布
告のことである｡つまりボアソナードはフランス民法満20年を参考にしたとはいえ､明治
9年の太政官布告をそのまま踏襲して､ ｢満20年成年｣規定としたのであった｡
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5　法典調査会の論議と明治民法
旧民法に対しては､強力な反対運動､いわゆる｢法典論争｣がなされたことは周知の通
りである｡結果は延期論者の勝利となり､旧民法の全面的改定が決定され､法典調査会が
明治26年4月に発足する｡
民法総則編第1章､人に関する規定は､梅謙次郎が起草したもので､成年規定はつぎの
通りである｡
第3条　満二十年ヲ以テ成年トス､但法令二特別ノ規定アルモノハ此限二在ラス
本起草案については､ 2つの点､但書の削除と字句修正をめぐって論議がなされたが､成
年を満20年とすることについては､大方の委員に異論がなかったとみえ実質的な論議もな
く､ ｢既成法典(旧民法のこと:高木)ノ侭ヲ採ツタノデアリマスカ､特二意味アツテ｣
のことかとの質問に対して､起草者梅は｢夫レハ既成法典ニアリマスガ､夫レガ尤モト思
ヒマシタ､共訳ハ現行ノ法令ニモ明治九年カト覚へマスルガ､布告･ニモ二十年トアリマス｣
と述べ､その根拠を旧民法によらず､なにより｢現行の法令｣すなわち明治9年の太政官
布告であるとしていることに注目したい｡さらに､梅はその理由として､西洋に比して
｢日本人ノヤウナ寿命ノ短カイ所デハ是ガ適当卜思ヒマス7)｣と答え､この質疑応答のみ
で了承されている｡
約1ケ月後の法典調査会委員総会で､但書の削除が決定され､ここに明治民法3条｢満
二十年ヲ以テ成年トス｣が成立･公布される｡なお､ 2004年の改正を-て現行第4条｢年
齢二十歳をもって､成年とする｣となる｡
6　むすぴにかえて
こうみてくると､ 20歳成年規定は､明治9年太政官第41号布告が審議･決定されるにあ
たって､まず一般の制を定めるべきとされ､ 20歳成人について実質的論議は一切されなかっ
た｡しかも以後これが｢現行法｣として､ボアソナード民法草案､旧民法人事編､さらに
は明治民法にそのまま踏襲されてきた｡結局20歳成人については一度も実質的論議はなさ
れなかったのである｡
したがって､これからなされる法制審議会での審議が成人年齢について初めてなされる
実質的議論ということになる｡アメリカ･イギリス･ドイツ･フランスなど多くの先進国
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では18歳成年であるが､今後の､ 18歳への引き下げが適切か否か､成年議論に注目した
いHH))｡
1)この時期にあらわしたのが､拙稿｢民法第3条について-その成立経過-｣ (『関東短期大学
紀要』第23集､ 1978年､ 83-96頁)である｡
2)中田薫『徳川時代の文学に見えたる私法』 (明治堂書店､ 1925年) 125･ 127頁｡資料の引用
にあたっては､原文を尊重したが､旧漢字は当用漢字に改めた｡
3)風早八十二解題『全国民事慣例類集』 (日本評論社､ 1944年) 161-166頁｡
4)この間の経緯は､堀内節編『明治前期身分法大全　第四巻一親族総編Ⅰ-』 (中央大学出版
部､ 1981年)資料番号3451､ 134-138頁参照｡
5)当初(1月10日)添付された｢各国丁年制度異同表｣は､ 1月12日に差し替えられた｡前注
(1)および後注(9)の拙稿では､当初のものを引用したが(86頁･ 7頁)､本稿では差し替
えられたものを引用した｡イギリス22歳を21歳と改めたのが､主な相違点である｡前注(4)
堀内節編『明治前期身分法大全　第四巻-親族総編Ⅰ-』 136頁参照｡
6)石井良助編『明治文化資料叢書第三巻　法律編上』 (明治文化資料叢書刊行編､ 1975年) 7 ･
39頁｡
7)起草者梅は後に出版した『民法要義　巻の-』 (明治36年再版本､ 66頁)では､規定成立の
経緯を｢現今二於テハ成年ナル語ハ概ネ民法上ノ成年ヲ意味シ､明治九年四月一日布告四十一
E3一二依レハ満二十年ヲ以テ成年卜定メクリ､旧民法モ亦之ヲ採用シ其ノ人事編第三条二於テ之
ヲ規定セリ｣とし､先の法典調査会の発言｢寿命ノ短イ｣ゆえではなく､ ｢日本人ハ他(西洋
諸国のこと:高木)ニ比シテ世間的知識ノ発達頗ル早キカ故ニ｣と自画自賛し､第3条の成立
理由としている｡
8)その後､第3条の制定過程における編纂方針に焦点をあて､拙稿｢民法典は教科書にあらず一
第3条の制定過程と編纂方針の一斑-｣ (『関東短期大学紀要』第44集､ 1999年､ 15-27頁)を
あらわした｡
9)本稿は同名の題で『法学セミナー』 2008年7月号に掲載したものに､注(5)のような訂正､
加筆を施したものである｡
(たかぎ　ただし　専修大学法学部教授)
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